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日本放送協会 理事会議事録 

               （平成２８年 ５月２３日開催分） 

  

平成２８年 ６月１０日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 

 

＜会  議  日  時＞ 

 平成２８年 ５月２３日（月） 午後２時００分～２時３０分 

 

＜出   席   者＞ 

籾井会長、堂元副会長、森永専務理事・技師長、今井専務理事、 

坂本理事、安齋理事、根本理事、松原理事、荒木理事、黄木理事、 

大橋理事 

上田監査委員 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

 籾井会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）第１２６１回経営委員会付議事項の追加について 

（２）必要に応じて置く職位に関する規程の一部変更について 

（３）総務省「４Ｋ・８Ｋ実用放送の実施に向けた関係省令等の改正案

に関する意見募集」に対する協会意見の提出について 

（４）一般社団法人ＩＣＴ－ＩＳＡＣへの参画について 

（５）テレビジョン中継放送局の新設について 
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２ 報告事項 

（１）考査報告 

（２）契約･収納活動の状況（平成２８年４月末） 

（３）平成２７年度末本部資金監査結果 

 

議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）第１２６１回経営委員会付議事項の追加について 

（経営企画局） 

５月２４日に開催される第１２６１回経営委員会に付議する事項につ

いて、５月１７日の理事会で決定した事項に加え、追加事項があります

ので、審議をお願いします。 

 追加する付議事項は、議決事項として「テレビジョン中継放送局の新

設について」です。 

  

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（２）必要に応じて置く職位に関する規程の一部変更について 

（人事局） 

平成２８年度組織改正に伴い、「必要に応じて置く職位に関する規程」

の一部を変更したいので、審議をお願いします。 

「必要に応じて置く職位」に、放送センター建替本部と２０２０東京

オリンピック・パラリンピック実施本部に配置するため副本部長を、人

事局の組織改正に伴いダイバーシティ推進主幹を追加します。また、２

８年３月に先行して実施したリスク管理室の組織改正に伴い、内部統制

推進部長と管理部長を削除します。 

本件が決定されれば、平成２８年６月１０日付で施行します。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（３）総務省「４Ｋ・８Ｋ実用放送の実施に向けた関係省令等の改正案
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に関する意見募集」に対する協会意見の提出について 

（メディア企画室） 

総務省は、平成２７年７月に「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォ

ローアップ会合」の「第二次中間報告」を取りまとめ、２０１８（平成

３０）年に「ＢＳ右旋及び１１０度ＣＳ左旋において４Ｋ実用放送開始、

ＢＳ左旋において４Ｋ及び８Ｋの実用放送開始」するロードマップを公

表しました。総務省は、このロードマップを踏まえ、４月２６日に４Ｋ・

８Ｋ実用放送の業務の認定に必要な事項等について、関係省令等の一部

改正（案）を公表し、５月３１日まで意見募集を行っています。これに

対し、ＮＨＫとして意見を提出したいので、審議をお願いします。 

提出意見は次のとおりです。 

「○放送法関係審査基準の一部改正案について 

（１）左旋の４Ｋ・８Ｋ放送について  

衛星放送における４Ｋ・８Ｋ放送の基本的な伝送路として左旋が位置

づけられています。左旋の普及に必要な受信環境の整備は、電波資源の

拡大として、国の役割であると考えます。左旋への事業者の参入を促す

政策の実現や、左旋の受信環境の整備に係る費用の負担など、左旋の普

及に向けた国の具体的な取り組みを求めます。  

（２）ＢＳ右旋の帯域再編について 

ＢＳ右旋の帯域再編を実施する場合は、受信機の正常動作や画質の確

保を含め、現在の衛星放送をご覧頂いている視聴者の保護を最優先に検

討すべきと考えます。  

また、実用放送の開始が遅くとも認定期間内とされていますが、ロー

ドマップにおいて２０１８年に実用放送の開始が示されていることも踏

まえ、帯域再編により空く帯域については、速やかに４Ｋ放送に使用さ

れ、周波数の有効利用がはかられるべきと考えます。  

仮にＢＳ右旋の帯域再編を実施する場合は、帯域再編に必要な事業者

間の調整や、受信機のテストに必要な経費の負担など、国の責任におい

て実施すべきものと考えます。  

（３）４Ｋ・８Ｋ試験放送の終了時期について  

４Ｋ・８Ｋ試験放送で使用する周波数は、実用放送の認定の日から１

年６か月経過する日の翌日以降から実用放送に使用する周波数とするこ

とが示されています。試験放送から実用放送への円滑な移行を図るため、
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４Ｋ・８Ｋ試験放送の終了時期については、実用放送の開始時期を踏ま

え、柔軟な対応ができるようにすべきであると考えます。」 

以上の内容が決定されれば、ＮＨＫの意見を総務省に提出します。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（４）一般社団法人ＩＣＴ－ＩＳＡＣへの参画について 

（情報システム局） 

高度化・組織化するサイバー攻撃から重要インフラである放送を守る

ため、放送通信業種間で攻撃防御情報を共有し、共通のＩＴ課題の解決

に取り組む横連携組織、一般社団法人「ＩＣＴ－ＩＳＡＣ」（アイザッ

ク：Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｈａｒｉｎｇ ａｎｄ Ａｎａｌｙｓ

ｉｓ Ｃｅｎｔｅｒ、以下「新法人」）が設立されます。ＮＨＫとして

も、この新法人に参画したいと思いますので、審議をお願いします。 

概要は、次のとおりです。 

新法人設立の目的は、２０２０（平成３２）年東京オリンピック・パ

ラリンピックまでに、通信事業者のほか、ＮＨＫ、全国の民間放送事業

者、およびケーブルテレビ局が連携したＩＣＴ全体の情報共有体を作り

上げ、サイバー攻撃に対して迅速かつ組織的な対応ができる体制を整備

することです。 

新法人の設立は平成２８年７月１日で、設立時の参加社は通信事業者

をはじめ在京の民間放送事業者など約３０社です。事業経費は参加各社

からの会費で賄うほか、実証実験などは国・総務省予算の交付を受けて

行います。ＮＨＫは、６月２１日の設立総会開催時に在京の民間放送事

業者５社と共に参画し、理事会、運営委員会に参加します。また、事務

局には専従の職員が１名出向する予定です。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（５）テレビジョン中継放送局の新設について 

（森永技師長） 

熊本地震の被災地である熊本県の南阿蘇村および高森町の一部におい

て、既存のサービスエリアを確保するため、緊急措置として、テレビジ
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ョン中継放送局を新設しましたので、審議をお願いします。 

経緯について、ご説明します。 

熊本地震の影響で、既存の南阿蘇テレビジョン中継放送局の機能を喪

失したため、別に設置されていた予備送信所からテレビの電波をサービ

スしていましたが、既存のサービスエリアを確保できない状況となりま

した。 

このため、緊急の措置として九州総合通信局の許可を得て、サービス

エリアを補完するためのテレビジョン中継放送局を、平成２８年５月１

８日に熊本県の南阿蘇村白水地区に開局しました。 

この中継放送局は、東日本大震災の教訓を生かして各地域拠点局に整

備した非常用送信車によって、総合テレビジョンと教育テレビジョンの

電波を発射しています。 

臨時措置で既に開局はしておりますが、中継放送局新設については経

営委員会の議決が必要となるため、本件が了承されれば、５月２４日開

催の第１２６１回経営委員会に諮ります。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、次回の

経営委員会に諮ります。 

 

２ 報告事項 

（１）考査報告 

（考査室） 

平成２８年４月１８日から５月１７日までの間に放送した、ニュース

と番組について考査した内容を報告します。 

この期間に、国内放送番組では、ニュース１５項目、番組６１本の考

査を実施しました。 

ニュースの主な項目としては、オバマ大統領が現職の米大統領として

は初めて広島を訪れることになったこと、震度７を２回観測した熊本地

震から１か月が過ぎても地震が続き、熊本県内では約１万人が避難生活

を続けていること、北朝鮮で３６年ぶりに朝鮮労働党大会が開かれ、キ

ム第１書記が新設された党委員長に就任して新たな支配体制の確立を打

ち出したこと、三菱自動車工業が日産自動車の傘下に入って経営の立て

直しを図ることになったことなどがありました。 
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番組では、熊本地震発生から１０日目に、生放送で被災地に何が必要

なのかを考えた、ＮＨＫスペシャル「“連鎖”大地震 緊迫の１０日 いの

ちを守るために」（４月２３日放送）、１月１５日未明に長野県で乗客の

大学生１３人が死亡したスキーバス転落事故を起こしたバス会社を取材

し、その背景に迫った、ＮＨＫスペシャル「そしてバスは暴走した」（４

月３０日放送）、１８歳選挙権の実施を前に、１０代の若者たち１５人が

９つの政党の国会議員９人と討論した、ＮＨＫスペシャル「１８歳から

の質問状」（５月４日放送）、テレビと共に歩んできた黒柳徹子さんのエ

ッセーをドラマ化した、土曜ドラマ「トットてれび」（全７回）の第１回

（総合テレビ・４月３０日放送）などの番組を考査しました。 

また、国際放送では、外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴ

Ｖ」のニュース４項目と番組１本の考査を実施しました。考査したのは、

北朝鮮で３６年ぶりに朝鮮労働党大会が開かれたことを受けて、韓国の

専門家が党大会の見通しを解説した「ＮＥＷＳＲＯＯＭ ＴＯＫＹＯ」

（４月２７日放送分）、“片づけコンサルタント”として世界で話題の近

藤麻理恵さんが、ニューヨーク在住の片づけに悩む米国人女性２人を訪

れてノウハウを伝授した「Ｔｉｄｙ Ｕｐ ｗｉｔｈ ＫｏｎＭａｒｉ 

ｉｎ Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ」（日本時間５月７日、８日放送）などです。 

考査の結果、これらの一連のニュース・番組は、放送法、国内番組基

準、国際番組基準等に照らし、妥当であったと判断します。 

 

（２）契約･収納活動の状況（平成２８年４月末） 

（営業局） 

平成２８年４月末の契約・収納活動の状況について報告します。 

まず、４月の当年度分受信料収納額は４８６.６億円で、前年度同月を

６.４億円上回りました。 

前年度分受信料回収額は１５.５億円で、前年度同月を２.０億円下回

りました。前々年度以前分回収額は２.５億円となり、前年度同月を０.

１億円下回りました。 

次に、４月の受信契約総数の増加状況は、取次数が３７.０万件と前年

度同月を１.０万件上回り、減少数が２５.８万件と前年度同月を１.８万

件下回ったため、差し引きの増加数は前年度同月を２.８万件上回る１１.

２万件となりました。４月末の受信契約件数は３,９８９.３万件となっ
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ています。 

衛星契約数の増加状況は、取次数が２１.３万件と前年度同月を２.３

万件下回り、減少数が１２.１万件と前年度同月を０.１万件上回ったた

め、差し引きの増加数は前年度同月と比べて２.４万件下回る９.２万件

となりました。４月末の衛星契約件数は１,９５８.２万件となり、契約

数全体に占める衛星契約の割合は、４９.１％となっています。 

最後に、４月の口座・クレジット払等の増加数は６.１万件で、前年度

同月を１.９万件上回りました。４月末の口座・クレジット払等利用率は

８９.７％となっています。 

本件は、５月２４日開催の第１２６１回経営委員会に報告します。 

 

（根本理事）  契約総数、衛星契約数共に非常に順調な立ち上がりを

しています。減少数を食い止めることが重要なポイント

だと思いますが、口座・クレジット払の利用率向上によ

り効果が出ているということですか。 

（営業局）   減少数の抑止については、２つの世帯が１つに統合す

る、いわゆる同居解約の件数が最近増える傾向にありま

す。このような解約の件数を抑制することは難しいので

すが、安定的に収納するためには、口座・クレジット払

利用率を高めていくことが重要だと思っています。 

（森永技師長） 熊本地震の影響が出てくるのはいつ頃になりますか。 

（営業局）   受信料の免除期間が２か月から６か月に延長すること

が認められれば、４月から９月までが受信料免除期間に

なり、免除の総額が確定するのは、下半期に入ってから

の見込みです。また、今週から営業職員を２０人ほど現

地に派遣し、全壊半壊のお宅を特定して、６・７月分の

請求を止めるという活動を始めています。 

（松原理事）  補足しますと、免除になる方でも、コールセンターに

解約の連絡をいただいている場合があります。現段階で

は、熊本地震による影響が最終的にどのくらいになるか、

まだ確定できない状況です。 

 

（３）平成２７年度末本部資金監査結果 



 
8 

（内部監査室） 

平成２７年度末における本部資金監査の結果について報告します。 

２８年４月に、２７年度末における本部の現金、銀行等の預貯金およ

び有価証券について、会計監査人である監査法人と共同で監査を行った

結果、その在高が相違ないことを確認しました。また、関連団体等への

出資金についても同様に監査し、その在高が相違ないことを確認しまし

た。 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      平成２８年 ６月 ７日 

会 長  籾 井 勝 人 


